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該当するかどうかは、行為の
態様、当該物の性質、量、管理の状況、周囲の環境、行為者の内心の意図等の行為の客観、主観面
を総合し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上という廃掃法の趣旨と社会通念に照らして、個別具
体的に決せられる。」（傍点は筆者）と判示したうえで、廃物利用の場合には、「その方法としての
有効性、物の管理の状況、環境への影響、行為者の主観的意図等の諸般の事情を総合して判断され
る」としている。「行為の態様、当該物の性質、量、管理の状況、周囲の環境、行為者の内心の意
図等の行為の客観、主観面を総合し」て「みだりに捨て（た）」かどうかを判断すべきとする趣旨
と思われる。そして、両要件の融合は、「捨てる」の意義について、「最終的に」「自然に還元する」
という要素を不要とする判例の理解においては、一層顕著になるように思われる。なぜなら、「捨
てる」という意味での管理の放棄に当たるかどうかは「行為の態様、当該物の性質、量、管理の状
況、周囲の環境、行為者の内心の意図等」を踏まえて判断せざるを得ないであろうし29、他方、管
理の放棄が「生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るという法の趣旨に照らし、社会的に許容さ
27　多和田隆史「判解」最判解刑事篇平成18年度192頁。
28　評釈として、大山・前揭注（18）52頁。
29　最決平成18・２・20も、①被告人らが「廃棄物を積み上げてある場所に運ぶ作業自体を、『捨てる』とか『穴に
捨てる』などと表現していたこと、②「四散したり含有されるフッ素等の物質が空中や土中に浸出したりしない
ように防止措置を講じ、あるいは廃棄物の種類別に分別するなどといったような管理の手は全く加えられず、山
積みの状態のまま相当期間にわたり野ざらしにされていた」ことを踏まえて、「その態様、期間等に照らしても、
仮置きなどとは認められず、不要物としてその管理を放棄したものというほかはない」と判示している。
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れ」ない態様かどうかを判断するにおいても「行為の態様、当該物の性質、量、管理の状況、周囲
の環境」といった事情を考慮せざるを得ないと思われるからである。それゆえか、後に検討する最
高裁平成18・２・28決定のように、「捨てる」を管理の放棄と捉える判例の中にも「みだりに捨てる」
にあたるかどうかを総合的に判断していると思われるものもみられる30。「捨てる」の意義について、
「最終的に」「自然に還元する」という要素を不要とする判例の理解においては、「みだりに」の要
件と「捨てる」の要件とは、実際上は不可分の評価となりうるように思われる。
（３）「捨てた」の意義
　「捨てる」の意義については、廃棄物を最終的に占有者の手から離して自然に還元することをいい、
「処分する」ことと同義であると説明されることがある31。「捨てる」の要件として最終性が必要で
あるとすれば、「捨てる」とは最終処分の意味に解されることになろう。もっとも、後に見るように、
判例は、最終性の要素を除外し、さらに、自然に還元することも必要ではないとして、「不要物と
してその管理を放棄」（最決平成18・２・20刑集60巻２号182頁）することと捉えている32。つまり、「最
終的に占有者の手から離して自然に還元する」という字義通りの意味よりもかなり前倒しをして「捨
てる」と評価しているといえよう。問題はその当否である。併せて、「捨てる」にあたるかどうか
について、行為者の主観を考慮すべきかどうかも問題となる33。
　さて、「捨てる」に当たるかについては、二つの最高裁決定が重要である。一つは、自己の工場
敷地内に産業廃棄物を野積みした行為が「捨てる」に当たるかが争われた前出の最高裁決定であり、
もう一つは、「一般廃棄物であるし尿を含む汚泥」と「産業廃棄物たる汚泥」の混合物を一般廃棄
物として中間所蔵施設に搬入した行為が「みだりに廃棄物を捨て」る行為に該当するかが争われた
ものである。
　まず、自己の工場敷地内に産業廃棄物を野積みした行為が「みだりに」「捨てる」に当たるかが
問題となった最決平成18・２・20刑集60巻２号182頁からみてみよう。事案は以下のようなものであっ
た。被告人は、アルミニウム再生精錬事業を営む会社の常務取締役兼工場長として、工場の業務を
統括管理していたところ、アルミニウム再生精錬過程から生じる汚泥、金属くず等の産業廃棄物に
30　小名木・前掲注(25)163頁参照。
31　廃棄物法制研究会編『廃棄物処理法の解説』（1999年）A378頁。
32　大塚・前掲注(２)481頁は、最決平成18・２・20刑集60巻２号182頁の参照を求めつつ、「『捨てる』とは、廃棄物
を占有者の手から離して自然に還元することまで必要ではなく、廃棄物を『不要物としてその管理を放棄』する
ことをいう」とする。
33　最決平成18・２・20刑集60巻２号182頁の第１審判決（福島地会津若松支判平成15年12月３日）は、「『捨て』（る）
とは、廃棄物を占有者の手から離して自然に還元することをいうが、これに該当する行為かどうかも、生活環境
の保全及び公衆衛生の向上という法の趣旨を踏まえ、社会通念に照らして、行為の主観、客観面を総合して決せ
られる。したがって、単に行為者が内心で捨てる意思がなかったというだけで、これに該当しなくなるというも
のではない。」とし、「行為の主観、客観面を総合して」判断するとしている。
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ついて、昭和51年頃より、廃棄物処理業者に処分を引受けてもらえないものを工場敷地内に掘られ
た素掘りの穴に埋め、穴が一杯になると表面を覆土し、あるいはコンクリート舗装するなどして処
理していた。もっとも、その都度穴に投入するというのではなく、いったん穴のわきに積み上げ、
ある程度の量がたまったところで、ショベルローダー等により穴の中に押し込んで投入するという
手順がとられていた。そして、被告人らは、廃棄物を積み上げ場所に運ぶ作業自体を、「捨てる」
とか「穴に捨てる」などと表現していた。この、工場従業員らをして投棄用の穴の脇に廃棄物を運
ばせ積み上げさせる行為、いわゆる野積み行為が、「廃棄物をみだりに捨て」た行為に当たるかど
うかが問われた。
　被告人らは、会社の保有する工場敷地内に積み置いただけであり、廃棄物をみだりに捨てたもの
ではないと主張したが、最高裁はその主張を斥け、「本件各行為は、本件汚泥等を工場敷地内に設
けられた本件穴に埋め立てることを前提に、そのわきに野積みしたというものであるところ、その
態様、期間等に照らしても、仮置きなどとは認められず、不要物としてその管理を放棄したものと
いうほかはないから、これを本件穴に投入し最終的には覆土するなどして埋め立てることを予定し
ていたとしても、法16条にいう『廃棄物を捨て』る行為に当たるというべきである」と判示した。
つまり、本決定は、「不要物としてその管理を放棄した」ことをもって「捨てた」と捉えた。
　次に、中間所蔵施設に搬入する行為が「捨てる」に当たるかが問題となった、最決平成18・２・
28刑集60巻２号269頁34についてみてみよう。事案は以下のようなものであった。被告人は、一般
廃棄物収集運搬業の許可及び産業廃棄物収集運搬業の許可を受けた業者であったが、福岡市庁舎の
平成14年６月と12月に行われる２回の庁舎内汚水槽及び雑排水槽からの汚泥の収集、槽内清掃作業
を入札により受注した。作業内容は、庁舎内の水洗トイレからのし尿を含む排水の流れ込む「汚水
槽」の汚泥は「一般廃棄物」として「汚水車」でし尿処理施設へ、庁舎内の雑排水の流れ込む「雑
排水槽」の汚泥は「産業廃棄物」として「産廃車」で中間処理業者へそれぞれ搬入するというもの
であり、「産業廃棄物」としての汚泥については、中間処理業者による焼却等の中間処理を経た後、
その委託する処理センターにおいて最終処分することとされていた。しかし、被告人は、２回の作
業の際、いずれも、収集の段階から「汚水車」、「産廃車」の区別なく、汚水槽の一般廃棄物たるし
尿を含む汚泥と雑排水槽の産業廃棄物たる汚泥とを混合して収集し、その混合物の大半（１回目が
約16.86ｔ、２回目が約17.53ｔ）を一般廃棄物たるし尿を含む汚泥としてし尿処理施設へ搬入し、
残余の混合物を産業廃棄物たる汚泥として上記中間処理業者へ搬入した。なお、本件し尿処理施設
では、受入口から投入されたし尿等は、本件し尿処理施設内において破砕され、きょう雑物が除去
されるなどの処理を経た上で、福岡市の下水道処理施設でもある中部水処理センターに配管を通じ
34　評釈として、長井圓「判批」NBL834号（2006年）25頁、岡部雅人「判批」法時79巻10号（2007年）97頁、小名
木明宏「判批」刑事法ジャーナル10号（2008年）157頁、阿部鋼「判批」法学新報115巻３=４号（2008年）261頁、
多和田隆史「判解」最判解刑事篇平成18年度182頁など。
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て圧送され、同所で最終的に処理することとされていた。本件では、し尿処理施設への２回にわた
る搬入行為が、「廃棄物をみだりに捨てた」行為にあたるとして起訴された。
　被告人は、「産業廃棄物」かどうかも争ったが、加えて、本件行為は中間処理に供したにすぎず
最終処分とはいえないから「捨てた」ことにはならないとの主張を展開した。最高裁は、この点に
関する判断を明示するものではないが、「混合物全量について、法16条にいう『みだりに廃棄物を
捨て』る行為を行ったものと認められ、不法投棄罪が成立する」としており、前出の最高裁決定（最
決平成18・２・20刑集60巻２号182頁）と同様の解釈を前提とするものと思われる35。なお、本件では、
混合された産業廃棄物についてのみ本罪が成立するのか、混合物すべてについて成立するのかも問
題となるが、最高裁は、混合物全量について成立するとしている。
　このように、判例は、「捨てた」の解釈について、最終処分性も、自然に還元することも求めて
いない。このような解釈は、不法投棄罪に未遂罪処罰規定がなかった法状況下では、「捨てた」の
語義の可能な範囲内の解釈といえるかなど、刑罰法規の解釈として妥当かの問題はあるものの、不
法投棄事案への対応という点では、処罰の間隙を埋めるという意味で一定の意義を有するものとい
い得た。しかし、平成15年の廃掃法改正を経て、現行法では、未遂処罰にとどまらず、予備罪まで
処罰可能となっている。このような法状況下においては、「捨てた」の解釈を前倒しすることは、
後述する野積み行為と覆土行為との関係におけるように、最終処分行為との関係をどのように評価
するかという問題を生じさせることになるといえよう。最高裁の解釈を現行法制度の下でも維持す
るのが妥当かどうか、なお検討を要しよう36。
（４）野積み行為と覆土行為との関係
　最後に、野積み行為を「捨てた」と解釈した場合、その後の覆土行為はどのように評価されるの
かが問題となった高裁判例をみてみよう。
　事案は、共犯者が解体工事で生じた廃棄物を運び込んで置いておいたところ、被告人が共犯者と
共謀して、周囲から見えないように覆土したというものであり、検察官は被告人の覆土行為につい
35　岡部・前掲注(34)「判批」99頁参照。
36　「最終的に」「自然に還元させる」という要素を要求することについては、「最終的に」という要素を要求すれば、
放置状態にあるのに回収・再利用も予定されてないではないため、未必的な投棄意思が問題となる場合に困難な
問題が生じるとされ、他方、「自然に還元させる」という要素を要求すれば、不要となった家財道具をアーケー
ドのある商店街の歩道上に放置するなどの行為について、「占有者の手から離し」たとはいえるが、「自然に還元
させる」状態に置いたとはいえないという問題を生じるとの指摘がある。前田・前掲注(25)92頁参照。
　　　これらの指摘は、未遂犯処罰規定や予備罪処罰規定の導入によって意義を失うものではない。しかし、前者に
ついては、この種の行為を「捨てる」という概念によって捕捉することが「捨てる」という語義の可能な範囲に
なるといえるか（廃掃法が捕捉しようとする事態を「捨てる」という概念でとらえることが立法技術上そもそも
適切なのか）が問題であるように思われるし、後者については、不法投棄罪、廃掃法罰則の保護法益をどのよう
に解するかという問題に帰着しよう。
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て、「みだりに捨てた」行為に当たるとして起訴した。
　東京高判平成21・４・27東京高等裁判所（刑事）判決時報60巻１～12号44頁37は、被告人の主張、
すなわち、同一の廃棄物の管理を放棄する行為は１つの行為と考えるのが相当であり、先行行為に
より不要物として管理を放棄した以上、後行行為につき投棄行為として認定することはできないと
の主張を退け、以下のように判示した。すなわち、「平成18年判例（最決平成18・２・20刑集60巻
２号182頁：筆者注）は、問題となった具体的行為（産業廃棄物の野積み行為）について、不要物
としてその管理を放棄したものというほかないから、最終的に覆土するなどして埋め立てることを
予定していたとしても、廃棄物処理法16条にいう『廃棄物を捨て』る行為に当たるとしたものであっ
て、最終的な処分行為である覆土などによる埋め立て行為が不法投棄罪に当たらないとしたもので
はない。同判例は、その意味では事例判例であって、廃棄物を捨てる行為とは、不要物としてその
管理を放棄する行為であり、それ以外には及ばないとして、当該行為の外延を画したものと解すべ
きではない。そうしないと、本件の後行行為のように廃棄物を最終的に自然に還元させる典型的な
処分があっても、先行行為として廃棄物を原判示の土地に運び込んで、これを置く行為をすれば、
後行行為は、不法投棄罪に当たらない、すなわち、いくらその後に最終処分行為をしても不可罰で
あるという非常識な結論となってしまう。覆土などによる埋め立てがあった場合、当然その前段階
として野積みや置く行為があるわけで、その段階で不法投棄罪はいわば完了してしまうというのは
到底首肯できない。平成18年判例は、覆土などによる埋め立て行為に至る前段階の野積み行為でも
不法投棄罪に当たるとしたにすぎない。同判例の趣旨を本件にも当てはめれば、先行行為も後行行
為も共に不法投棄罪に当たると解すべきである。」38。
　野積み行為を不法投棄罪に当たるとした場合、覆土行為も不法投棄罪を構成するかについては、
刑法理論上、とりわけ罪数論の観点から難しい問題を含んでいる。詳細な検討は今後の課題とせざ
るを得ないが、「捨てる」の意義に関し、とりわけ自然への還元という要素を不要とした場合、管
理放棄により侵害・危殆化される法益と自然への還元により侵害・危殆化される法益とにはズレが
37　評釈として、福山好典「判批」法時85巻２号（2013年）130頁、阿部鋼「判批」法学新報119巻11=12号（2013年）
121頁。
38　なお、最高裁は、委託を受けて他人の不動産を占有する者が、これにほしいままに抵当権を設定してその旨の登
記を了した後、その不動産につき、ほしいままに売却等による所有権移転行為を行ったという事案について、以
下のように述べて、後行する所有権移転行為について横領罪の成立を肯定した。すなわち、「委託を受けて他人
の不動産を占有する者が、これにほしいままに抵当権を設定してその旨の登記を了した後においても、その不動
産は他人の物であり、受託者がこれを占有していることに変わりはなく、受託者が、その後、その不動産につき、
ほしいままに売却等による所有権移転行為を行いその旨の登記を了したときは、委託の任務に背いて、その物に
つき権限がないのに所有者でなければできないような処分をしたものにほかならない。したがって、売却等によ
る所有権移転行為について、横領罪の成立自体は、これを肯定することができるというべきであり、先行の抵当
権設定行為が存在することは、後行の所有権移転行為について犯罪の成立自体を妨げる事情にはならないと解す
るのが相当である」（最大判平成15・４・23刑集57巻４号467頁）。
「臨床法務研究」第13号
－126－
生じうるように思われる。例えば、土壌への有害性を有する不要物を商店街の歩道上に放置する行
為とそれを土の中に埋める行為とを考えてみると、前者は「清潔な生活環境の破壊行為」39とはい
い得ても、それ自体、土壌汚染など生態学的環境の破壊を誘発するものではない。そうだとすれば、
野積み行為と覆土行為との間で別個の法益侵害ないし危殆化を観念できる場合はあり得るというこ
とになろう。野積み行為と覆土行為のいずれもが不法投棄罪を構成することは考えられると思われ
る（「生活環境」を個別に捉えれば、野積みした「廃棄物」をさらに別の場所に野積みする場合でも、
別個の法益侵害行為と捉えることは可能であろう）。問題は、むしろ、「捨てた」の解釈において自
然への還元という要素を不要とすることの当否にあるように思われる。
４．環境刑法という視座－結びに代えて－
　今日、刑法学研究の領域では、環境保護に関係する罰則規定を「環境刑法」という枠組で捉えて
対象化するのが一般的である40。そこでは、大気、土壌、水といった生態学的環境の保護と刑事規
制の在り方が、生態学的環境それ自体の法益性とともに、重要な論点を形成している。そして、本
稿が検討対象とした廃掃法罰則も、環境刑法を構成する罰則規定であると位置づけられる。
　廃掃法は、冒頭で述べたように、廃棄物の排出抑制とその適正な処理をし、ならびに生活環境を
清潔にすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とするものであり（廃
掃法１条）、生態学的環境の保護を直接の立法目的とするものではない。それゆえ、不法投棄罪の
解釈論において生態学的環境という視点を取り入れることには限界もあると思われるが41、生態学
的環境という意味での環境保護の観点を徹底するならば、立法論的には、規制の対象を「不要」性
ではなく、「有害」性の観点から捉えることが望ましいともいえよう。
　「廃棄物」の投棄を生態学的環境の保護という観点から捉える場合、刑事規制のあり方としては、
冒頭で述べた行政従属性のほかにも、どのような行為を可罰的行為として捉えていくかが問題とな
りうる。ドイツでは、個々の個別的行為が法益の侵害あるいは危殆化に至らなくても（つまり、一
つ一つの行為をそれ自体として捉えれば、環境への影響は極めて微弱な場合でも）、当該個別行為
がもし大量に行われたならば法益の侵害あるいは危殆化を惹起するような場合には、当該個別行為
を累積犯（Kumulationsdelikte）と捉えてその可罰性を肯定する見解も主張されている42。この「累
積犯」概念に対しては、理論的にさまざまな批判がなされているところであるが43、いずれにせよ、
39　前田・前掲注(25)92頁参照。
40　包括的な研究書として、中山ほか・前掲注(18)、伊東研祐『環境刑法研究序説』（2003年）、町野朔編『環境刑法
の総合的研究』（2003年）など。
41　生態学的環境の保護という視点を重視すれば、自然への還元という要素は「捨てた」の解釈における不可欠の要
件として考慮されるべきことになろう。
42　LotharKuhlen,DerHandlungserfolgderstrafbarenGewässerverunreinigung(§324StGB),GA1986,S.399.
43　「累積犯」概念に対する批判として、伊東・前掲注(40)38頁、金尚均「環境刑法における蓄積犯罪」龍谷法学34
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廃掃法罰則を契機とした環境刑法の理論的検討については他日を期したい。
巻３号（2001年）１頁以下参照。さらに、SilvaSánchez ,DieExpansiondesStrafrechts,2003,S.74ff.
